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１．はじめに
　「障害者の権利に関する条約（略称：障害者権利条
約）」が2006年に国連総会で採択されて後、138カ国の
批准を経て、日本も2014年１月にようやく批准した。
この条約は、障害者の人権及び基本的自由の享有を確
保し、障害者固有の尊厳を促進することを目的として、
障害者の権利の実現障害者の権利を実現するための措
置等について規定した障害者に関する初めての国際条
約である。その内容は、条約の原則（無差別、平等、
社会への包容等）、政治的権利、教育・健康・労働・雇
用に関する権利、社会的な保障、文化的な生活・スポー
ツへの参加、国際協力、締約国による報告等、幅広い
ものとなっている。障害者の権利に関する条約の中で、
教育については第24条に記載されており、同条約が求
めるインクルーシブ教育システム（inclusive educa-
tion system）について、人間の多様性の尊重等の強化、
障害者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大限度
まで発達させ、自由な社会に効果的に参加することを
可能とするとの目的の下、障害のある者と障害のない
者が共に学ぶ仕組みであり、障害のある者が一般的な
教育制度（general education system）から排除されな
いこと、自己の生活する地域において初等中等教育の
機会が与えられること、個人に必要な「合理的配慮」
（reasonable accommodation）が提供される等が必
要とされている１）。
　本稿は、「アート学習を活かしたインクルーシブ教育
システム構築の基礎的研究」２）の動機及び論点整理の
ために書かれる。すなわち、「アートが社会／世界のど
んな役に立つのか？むしろアートは現代にとって本当
に有効か？」という問いを学習／教育の視点から考え
るための覚え書きであり、そのためにアートから通常
排除（exclusion）されてきた、さまざまなマイノリティ
（障害者、低所得者、LGBT、在日外国人など）を包摂
（include）し、むしろ中心にした社会／教育システム
構築を考えることによって、今より住みやすい／生き
やすい社会／世界づくりを考えようという試みであ
る。したがって、（共生社会に向けた）「インクルーシ
ブ教育システム構築」も障害者・児の特別支援教育だ
けを対象にした、いわゆる「障害児の美術教育」研究
ではなく、より高所から全体を俯瞰した論考にしてい
きたい。はじめに障害者権利条約に触れたのも、いわ
ゆる教育問題が（学校）教育の内側だけにとどまらな
いことを示すためであり、具体的には社会福祉や社会
政策分野での「ソーシャル・エクスクルージョン（社
会的排除）」への戦いである「ソーシャル・インクルー
ジョン（社会的包摂）」と深く結びつく「アートのかた
ち」を探求することである。それは、「アートを社会に
拓き、社会の接続点の可能性」を実践的に探求するこ
とでもある。
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２．研究の多様な背景と目的
　インクルージョンの思想は1980年後半以降の教育、
福祉、政治、経済などのさまざまな領域で当時に起こっ
た潮流と理解できる。1980年代、英米で障害児の教育
を受ける権利（英国1970年、米国1975年）が確認され、
障害児教育が特別学校だけから普通学校に拡散してい
く。この動きがいわゆるインテグレーション（統合教
育）を意味し、その理論的背景には「カスケード理論
（教育の場の連続体）」、つまり障害のある／なしを連
携／連続させるという教育がある。1980年代末には
「カスケード論」への疑問／批判が出てきて、さらに
英米の新自由主義政策（レーガン、サッチャー）によっ
て効率的な教育への転換を「トリックルダウン理論（a 
trickledown theory）」によって実現しようとした結
果、ある種の矛盾／衝突の中でインクルージョンの思
想が生みだされた。トリックルダウンは「富める者が
富めば、貧しい者にも自然に富がしたたり落ちる」と
いう経済理論で、インクルージョンは障害児教育の経
費削減と教育のグローバル化・民営化を両立させよう
とした複雑な政治政策から、まさにこぼれ落ちた概念
だった。清水貞夫は、それを「インクルージョンは、
新たなインテグレーション論でありながら、障害児教
育分野から通常教育改革のプランであり、学力一辺倒
の教育改革へのアンチテーゼという性格を持ってい
た」３）と指摘する。
　もう一つ、障害児教育におけるインクルージョンの
登場は、社会福祉や社会政策分野での「ソーシャル・
エクスクルージョン（社会的排除）」の戦いである「ソー
シャル・インクルージョン（社会包摂）」と深く結びつ
いて運動として展開された。前述のように、1980年以
降の市場経済主義と新自由主義を基調としたグローバ
ル化の中で、いわゆる様々なマイノリティに対する経
済、教育、福祉、医療等での「排除」が顕在化し、「ソー
シャル・インクルージョン」をスローガンに社会正義
や公正が叫ばれた。「インクルーシブ教育」とは、障害
も含めて、様々な理由で近代社会の効率化から外れた
子どもたちが、社会正義と平等の実現、人権の擁護、
差別禁止などの対象として「排除」されないことをめ
ざして、EUや国連における潮流となり、それが「サマ
ランカ声明と行動大綱」（1994年）４）となって、各国
にインクルーシブ教育の実現を求めた提言となったの
である。
　以上のように、インクルージョンの思想が単に障害
児教育分野に限定したものではなく、社会全体の問題
としてクローズアップされた時代潮流を背景にしてい
ることが確認できる。「インテグレーション」と「イン
クルージョン」は一見似たものとして認知されるが、
両者には大きな概念の隔たりがある。つまり、最初に
障害があるかかないかで区別した後で統合する前者と
子どもひとり一人をかけがえのない存在と認める後者
の立場には根本的な違いがある。インクルーシブ教育
の基本は、すべての子ども（人間）の多様性を保証し、
すべての子どもたちが包み込まれる教育（education 
for all）をめざし、その上でひとり一人に特別なニーズ
に応じた教育支援をすることである。
　ではなぜ「インクルーシブアート教育」なのか、そ
の背景について、筆者の研究の履歴などから若干補足
していく。
　筆者はこれまで群馬大学教育学部附属特別支援学校
や群馬県特別支援教育文化連盟などとの関わりなが
ら、障害児・者の表現する学びの重要性について、学
校内外の授業やワークショップなど、さまざまな実践
を通して検討・主張してきた５）。障害児たちは多くの場
合、援助（支援）される対象として存在し、表現力や
コミュニケーション能力を持った人としては認知・評
価されていない。しかし、言語によるコミュニケーショ
ンが少ないだけで、彼らの能力が劣っているとは判断
できない。それは単なる違いでしかないのではないか。
最近、伊藤亜紗が視覚障害者の身体知覚をワーク
ショップ等の実践研究から明らかにしたように、「障害
者とは、健常者が使っているものを使わず、健常者が
使っていないものを使っている人」、つまり「（健常者
である）自分とは異なる身体を持った人」６）であって、
障害者が見る世界は私たちとは違うということだ。伊
藤は「見えないことと目をつぶることは違う」７）とい
う。つまり、「見えている状態を基準として、そこから
視覚情報を引いた状態」ではなく、視覚情報を持たな
い身体がつくる世界を基準に世界を構築する、すなわ
ち障害者の世界から見る障害児教育論を構築するとい
うことだ。子ども独自の世界の認知（アリエス）など、
近代教育では普通のことが、なぜか障害者の領域だけ
は特殊のままである。つまり、（あたりまえなことでは
あるが）障害児教育とは健常者のつくったカリキュラ
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ムで学ばされることではなく、それらを障害児・者と
いっしょにつくっていくことを原点とすべきではない
か。
　マイノリティや社会的弱者が差別を受けることは普
遍的なことである。筆者は25年前英国で出会った「Ed-
ucation for all（万人のための教育）」の言葉を借りて、
「みんなのための美術教育Art Education for all」８）
という自分のアート教育の理念をつくった。それは英
国の多文化教育の体験に基づくものである。1960年代
の経済発展のために大量の移民を受容し、英国人化（英
語）教育を実施し、それに反発した70年代の「反差別
教育運動」を経て、80年代のEducation for all宣言と
差別禁止法に制定によって、移民マイノリティの文化
的独自性が承認され、英国の多文化教育改革が進めら
れていった。筆者の「みんなのための美術教育」は英
国のEducation for allを借りて、すべてのこどもた
ちが生涯に渡って、アート（教育）によって豊かに生
きるという理念の共有を意味するが、このスローガン
がつくられた当時必然的に出会うことになる障害児
（教育）によって、「みんなのための美術教育」の意味
が障害児教育を強く意識したものに変わり、その後す
べての子どもたちが包摂される＝インクルーシブアー
ト教育の理念が萌芽する。
　また、筆者の個人的な事情以外でも、近年アートが
インクルージョンの力になることが起こっている。最
近の障害者アート（アウトサイダーアート、アール・
ブリュットなど）への注目は、あらゆる領域で近代的
なシステムに懐疑が生じ、アートの世界でも例外なく、
今まで排除されてきた障害者の表現や存在の見直しが
試みられている。障害者アートへの注目は現代アート
が社会性を強め、概念（コンセプト）を優先し、実物
よりもテキストが優先されるような、非常にアートが
理屈っぽくなって、誰でもが素直に感動できるもので
なくなってしてまったことにも起因している。現代の
アートの存在意味（意義）はシンプルに言えば、既存
の枠の破壊や越境であり、障害者アートは「私たちが
あたりまえとものと思い込んで受け入れているさまざ
まな事柄が、実は片寄った物の見方にすぎないこと、
そこには脆弱な基盤しかないこと」９）をあぶり出すと
いう（服部、2003）。すなわち、そこでのアートは鑑賞
対象としてではなく、「共感」の対象になっている。
「アール・ブリュット」に日本を変える（芸術の）可
能性を見いだす保坂健二朗は、「アール・ブリュットの
世界が、競争ではなくて共感によって成り立って」お
り、「理性や論理に基づかない形として……想像力と共
感に基づく形として」アートの持つ根源的な力が私た
ちを「欲望と共感の海」にこぎ出させるのであろうと
指摘する10）。
　長い説明になったが、インクルーシブ教育の実現の
当面もしくは最終的な目的は、障害のあるなしにかか
わらず、一般（普通）教育システムの中でいっしょに
学ぶことを実現すること、すなわち障害児・者が社会
の中に普通にいる風景を実現することにある。そのた
めに芸術・アートは何ができるのか？本研究は、アー
トの学習を通して、障害児が合理的配慮を受け、社会
に包摂され、アプローチしやすくする方法をフォーマ
ルな学校教育とインフォーマルな社会教育等を架橋す
ることによって実現する実践的研究である。したがっ
て、障害者が障害を理由として教育一般から排除され
ないという、学校におけるフル・インクルージョンの
課題を社会へ拓き、障害児の自由な創造性が既存シス
テムのイノベーションになるような学習デザインの理
論と実践を構築し、アート・インクルーシブ教育シス
テムの構築をめざす。本稿の目的は、学校教育の枠を
超えて、学校内外のアートやアート教育、すなわち
フォーマルノン／インフォーマルな学習を統合する
理念（理論）と実践のためのグラインドデザインをな
るべく具体的に描くための基礎的情報を整理すること
にある。
３．インクルージョンの定義とインクルーシブ　
教育・特別支援教育
　本稿の動機は、特別支援教育が明確に「インクルー
シブ教育システム構築」に向けてスタートし、障害者
自身が支援を受ける人から積極的に社会参加・貢献す
る全員参加型社会の一員となることが求められてい
る、その実行可能性について考えなければならないと
思ったからである。さらに、これが少しでも可能性を
持って実行されていかなければ、障害者対応だけの問
題ではなく、高齢者や移民・難民など、今後解決を図っ
ていかなければならない、あらゆる問題点に波及する
だろうと感じるからである。すなわち、インクルーシ
ブ教育へのシフトは（今学校で教師たちがあえいでい
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る）通常教育の改革の緊要性を明示することに他なら
ない。
　インクルージョンの定義は大別すると「フル・イン
クルージョン」と「プロセスとしてのインクルージョ
ン」がある。前者はすべての障害児が権利として通常
学級で教育指導されるべきという主張である。
「重度の障害（impairment）を持つ者を含めて、障害生徒（stu-
dents with disabilities）を近隣の学校（neighborhood school）
の年齢相応の通常学級で教育する。その際、（子どもと教師に）
必要となるサポートやサービスを提供し補足的援助を用意し
て、子どもの成功（知的、行動、社会的成功）を確実にするとと
もに社会の十全で貢献できるメンバーとして参加できるように
する」（Lipsky and Gartner, 1996）
　もう一方は英国のブレア政権（労働党）時につくら
れた「インクルージョンは終わりのない一連のプロセ
スのまとまり（a set of never ending processes）」と
いう定義である。
「インクルーシブ教育は、現行のカリキュラムと教育的対応の
再検討を行い、また構造改革を行うばかりか、機会均等を確保・
保証するために資源を投入して、学校がすべての生徒に個人と
して応答できるようになるプロセスである。このプロセスを通
して、学校地域のあらゆる就学を望む生徒を受けとめ、そうする
ことで排除をなくす力量を創りだすことになる」（Debba and 
Sachdev, 1997）
　この２つの論点を整理した清水貞夫は、２つの定義
の共通するものを「通常教育へのダンピング（投げ込
み）」がないこと、つまりインクルーシブ教育が「サポー
ト付き教育」であることを指摘する11）。さらに清水はイ
ンクルージョンのメリットとは、多様な生徒を受けと
め得るような通常学級の改革を示唆することとする。
「通常学級の学校文化、教職員スタッフの在り方、児
童生徒の集団編成、カリキュラム編成、教育環境・条
件の改革、教育指導の仕方等の改革」、つまり「通常教
育システムのすべての障害児に対応して変革されるべ
きことをインクルージョン論者は主張する」。すなわ
ち、「通常教育の場が、〈共同体（コミュニティ）〉とな
り、子ども一人ひとりに居場所を保証するようになる
べきであり、……すべての子どもが物的・人的に〈排
除〉されない通常学級づくり、多様性を尊重し多様性
に応答する通常教育づくり」、それは「障害児教育サイ
ドからの通常教育改革の思想」であると説明する12）。英
国の生まれのインクルージョン政策が優れているの
は、インクルージョンを文化の創造と捉えていること
である。英国政府はインクーシブ教育の推進のための
指針（チェック項目）にあげた「インクルーシブ文化
の創造」を「共同体を築く」「誰もが居心地のよさを感
じる」「教職員、保護者、福祉関係者の間にはパートナー
シップが存在する」「インクルーシブな価値を確立す
る」「あらゆる差別を最小化する努力を行う」と記して
いる（Index of Inclusion, 2002）13）。
　さて、日本のインクルーシブ教育を定義（性格）づ
けするためには、避けて通れない問題がある。「日本の
特別支援教育はインクルーシブ教育か」という問題で
ある。たとえば、日本子ども学会会長の榊原洋一は「イ
ンクルーシブ教育とは、地域の全ての子どもが同じ教
室で勉強することで……あくまで例外的に通常学級以
外の場での教育を認めるアメリカやカナダのインク
ルーシブ教育と、〈多様な場を用意することが必要であ
る〉として特別支援学校などを重要視する日本とは明
らかに大きな相違がある」14）と言う。榊原は「日本が
国連の〈障害者の権利条約〉を批准したにも関わらず、
明らかに分離教育である特別支援学校を〈一般的な教
育体制〉内であるとしたこと」に疑問を投げかける。
要約すると、「特別支援学校はインクルーシブ教育の中
にあると認められ、障害のある子どもを特別支援学校
や学級で〈分離〉して教育することも〈インクルーシ
ブ教育〉であるといって良いことになった」15）という
批判である。さらに、いわゆる発達障害などを含めた
幅広い障害（児）の概念の拡張や特別支援学校を弱い
子どもたちの避難所にしてしまうなど、普通学級を選
ばない子どもの増加などによって、特別支援学校の生
徒は2015年に約14万人になり、この10年間で36％増
加している。つまり、インクルーシブ教育になってか
ら分離教育が進んだとも言えるのである。小児科医で
あり必ずしも障害児教育の専門研究／教育者でない榊
原の疑問をあえてとりあげた理由は（筆者を含めた）
たぶん多くの素人が同じ疑問を持つと思ったからだ。
特別支援学級・学校の現場で、勤勉でまじめな多くの
教師たちが子どもたちのために最大限の努力をしてい
ることを筆者も周知している。しかし、向かおうとし
ている先（目標）は間違っていないのか？このままの
状況でインクルーシブ教育システム、つまり一般教育
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システムの中で排除されず障害児が教育を受ける学習
環境が整えられるのか？すなわち、「障害」概念が個人
の機能形態不全と捉える「医学モデル」から、「社会の
障壁によって能力を発揮する機会を奪われた人々」と
捉える「社会モデル」へ、さらに両者を統合する「相
互作用モデル」（国際生活機能分類：ICF）へ転換して
いくとき、（広義の）障害を持つ人も持たない人が相互
に影響をしあって、関係性を変化させながら生きてい
く（「生活機能」という観点）中で、フラットな社会形
成が実現できるのか？両者にはいわば優劣はなく、社
会の中で互恵的な関係性をつくり、役割を交代しなが
ら生きていく仲間である。しかしながら、その困難を
解決しようとするときに、現在のような（ご都合主義
で）曖昧な態度でいいのかということである。
　このような批判を障害児教育専門家はどのように説
明しているのか。全国障害者問題研究会会長の荒川智
（茨城大学教授）は否定派（特別支援学校・学級を分
離教育だと批判するグループ）に対して、インクルー
シブ教育とは「通常教育のあり方を問うべきもの」で、
ユネスコの「インクルージョンのための指針」（2005）、
「教育におけるインクルージョンのための政策指針」
（2009）を引用して、誤解だという16）。
「インクルージョンは、学習、文化、コミュニティへの参加を促
進し、教育における、そして教育からの排除をなくしていくこと
を通して、すべての学習者のニーズの多様性に着目し対応する
プロセスとみなされる」（05指針、13頁）
「インクルーシブ教育は、すべての子ども―すなわち民族的・言
語的マイノリティ出身、過疎地の対象者、HIV/AIDSの影響を受
けた、障害や学習上の困難のある少年・少女を含む―の要求を満
たすための、そしてすべての青少年や成人に学習機会を提供す
るための、学校や他の教育施設の変格に関わるプロセスである。
その目的は、人種、経済的地位、社会階級、エスニシティ、言語、
宗教、ジェンダー、性的志向、能力における多様性に対する否定
的態度、および多様性への対応の欠如の結果であるところの、排
除を取り除くことである。」（09指針、４頁）
　ここで注目されるのは、「学習への参加、排除をなく
す、多様性への着目」であり、インクルーシブ教育が
「障害のあることない子を二分法的に捉えたものでな
い」ことの確認である。繰り返すが、インクルーシブ
教育は「教育システムやその他の学習環境を、学習者
の多様性に対応するために、いかに変えるかを追求す
るアプローチ」（05指針、15頁）であり、すべての学習
者に質の高い教育への参加を保証する、「完全かつ効果
的な参加」（障害者権利条約）の実現をめざすものであ
る17）。その答えとして、荒川の主張は「プロセスとして
のインクーシブ教育」をあげる。「多様性に応えるより
よい方法を見いだす終わりのない探求」を意味する「プ
ロセス」は確かに心地よい言葉である。しかしながら、
インクルーシブ教育が、「特別支援教育だけの改革」で
はなく、「すべての学習者の質を改善する」「フォーマ
ルおよびインフォーマル両方の教育システムの改革」
であって、「通常学校が地域社会のすべての子どもを適
切にきできるようになってはじめて構築できる」18）も
のであれば、分離して教育する特別学校がどんなに有
効であっても、インクルーシブ教育に特別学校を含め
るのは理念論として難しいと感じる。荒川も「一般教
育制度が特別支援学校を含むかどうかにはこだわらな
い」ことを「障害児権利条約は特別学校を否定も肯定
もしていないこと」を引用しながら、「むしろ、解釈に
よって、政策がぶれないこと」の方に注意を向けるべ
きと断じている。その上で、「日本的インクルーシブ教
育」の解釈、つまり特別支援教育への都合のよい解釈
に警鐘を鳴らしている19）。
　今より未来がよくなることは希望であっても夢のあ
る言葉だ。したがって、「プロセスとしてのインクルー
シブ教育」は「教育の中での、そして教育からの排除」20）
が必ず達成されることを前提にした場合にだけ意味を
持つ。荒川と同様な立場から、越野和之（同副委員長、
奈良教育大学教授）は、「（詳細は省略するが）日本の
現行特別支援教育制度はインクルーシブ教育とは言え
ない」と明言する。その理由を、特別支援教育制度が、
①通常学級における特別な支援を安定的に実施するた
めの制度的基盤を持っておらず、裏付けになる条件整
備も皆無、②過去の特殊教育時代の規定を使い回して
いる特別な教育形態（特別支援学校、特別支援学級、
通級による指導）、③②の特別な教育形態を通常の教育
の場に接近させる構想を持たない、など厳しい批判が
なされる21）。
　このような実効性を持たない日本のインクルーシブ
教育政策の背景には、現在の日本の「厳しい財政状況」
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と経済優先主義の「教育」の持つポリティカルな性格
がある。非効率的な弱者支援への投資は常に後回しに
なってしまう。「インクルージョンの目的はほとんどの
人が合意するが、どう達成するかはほとんど合意され
ていない」というのはあらゆる国の問題でもあるよう
だ。つまり、総論（差異と多様性への対応、排除の根
絶、参加の促進を実現するインクルーシブ教育の理念）
は賛成でも、各論（インクルージョンの実践）は反対
なのである。
４．アートとソーシャル・インクルージョン
　障害者とは、「近代産業社会に貢献できない者」で、
一般社会から隔絶された「無用な者」というのは、「社
会の障壁によって能力を発揮する機会を奪われた
人々」と捉える「社会モデル」の前提である。しかし、
本当に障害者は社会に必要ない人のか？アートの文脈
から言えば、障害は完全に個性であって、デメリット
ではない。しかし、日本では肝心のアートやアーティ
ストの存在が社会の中で弱いので強い反論にはならな
いかもしれないが。創造都市論を文化と福祉の融合の
観点から研究する川井田祥子は障害者の芸術表現の研
究を通して、福祉welfareから人間を一人ひとりのセル
フエスティーム（自尊心）を育てる福祉well-beingに再
構築すべきと主張する。つまり人間を効用を追求する
存在だと捉えるwelfareに対して、人間とはもともとよ
りよく生きる（well-being）主体性＝「基本的潜在能力
basic capabilities」（Sen, A）を持った存在であり、障
害者も健常者と同じに「発達保証論」として「幸福の
保証」がなされるべき存在だという。川井田は「一人
ひとりが自らの幸福のありようを考える際に、基盤と
なるものがセルフエスティームであり、多様な発達を
保証するための人々の価値意識の変革をもたらすもの
の一つが芸術表現だ」と述べる22）。
「効率や生産性を要求されない自由な芸術表現は、ときに障害
者の重要なコミュニケーション・ツールとなり、他者との関係構
築に欠かせないものとなる。自己を肯定することは、他者との関
わりなくして不可能である。」23）
　欧米の芸術表現によるセルフエスティームによる肯
定的アイデンティティの確立に注目した実践、たとえ
ば障害者や失業者といっしょに活動するアーティスト
の実践（「コミュニティ・アート」）は、社会で不利益
な状況に置かれた人々の表現・発信につながり、市民
がアート活動を通じて楽しむことやアートを手段とし
た子ども・障害者教育、地域の魅力を発散して経済効
果を得ること、地域間の交流などを実現していく、い
わゆる「アートによる社会包摂」に発展していった。
　ソーシャルインクルージョン（社会包摂）は障害や
貧困、差別などによって社会から疎外・排除されてき
た人々がそれぞれのニーズに応じた支援によって、社
会的排除をなくし、全ての人が健康的で文化的な生活
をおくれるように平等に社会に包み込まれるという考
え方で、「社会的な擁護を要する人々に対する社会福祉
のあり方に関する検討会」の報告書（2000）において、
新たな福祉課題に対応するための方法を導く理念とし
て位置付けられたものである。ガムラン音楽やアート
マネジメントを実践・研究する中川眞（大阪市立大学）
は「アートを活用した社会包摂型プロジェクト」を大
阪の西成・釜ヶ崎などの社会的問題の現場で実践する。
中川は「アートが社会のなかで果たす役割は急速に変
化しつつある」という24）。従来のコンサートや展覧会と
いうアートのためのアート制度の枠内ではなく、社会
問題をターゲットのしたアートが仕掛けられる。たと
えば、「アートによる就労支援」（上田假奈代）はニー
ト、引きこもりなどの労働一般から疎外されがちな若
者がアーティストとの関わりによって、表現能力を磨
き、自己発見・自己回復をはかっていくという25）。中川
はその時同時にアートやアーティストの側にもいい変
化が生まれるという。
「アートは従来とは異なる空間、社会のあらゆる隙間を見つけ
て浸透しつつある。特筆すべきことは、そういった場と遭遇する
ことによって、アートそのものの表現手法など、コンテンツにも
新しい形が生まれてくる…アーティストもまた成長する。単に
既存のアートが再生産されるだけでなく、コンテクストが新し
いコンテクストを生成し、創造を招く。それは、アートの投入さ
れている場が深刻な社会的問題の真っ只中ということも関係し
ているだろう。かかわる人々の切実で緊迫した思い、事情が堆積
するなかからアートの「強度」は生まれ、新たな表現が誕生する。
社会的問題にアートを投入し、解消をはかっていくなかで新た
なアートを生みだすという過程を称して、「社会包摂に向き合う
アートマネジメント」といおうと思う。」26）
　中川のプロジェクトにも参加する上田假奈代は「こ
えとことばとこころの部屋（cocoroom ココルーム）」
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というコミュニティ・スペースを運営する詩人であり、
社会包摂型アートプロジェクトの実践者である。ココ
ルームは（上田が言うように）カフェの体裁をしなが
ら、あいりん地区の若者や日雇男性労働者（通称おっ
ちゃんたち）のたまり場になっている。ココルームは
2003年から活動を開始し、当初は大阪市の「芸術文化
アクションプラン」の政策で廃ビルを活用した日本で
初めての公設民営方式で運営されたが、2007年に撤退
を余儀なくされた。上田はその活動を通して、必然的
に釜ヶ崎という興味深い問題群の場に取り込まれた。
上田にとって、不況、野宿、高齢者問題など多くの福
祉的な課題を持つ釜ヶ崎はある意味宝の山であった。
上田の詩人としての活動は自己主張というよりは出会
う人たちを受けとめ関係性をつくっていく受容型の
アーティストであり、それは詩人としてやっていくこ
とを決意させた若者の自殺からきているという。上田
は現在、ココルームのカフェと釜ヶ崎芸術大学（釜芸）
という無料市民講座を運営しながら、中川や川井田ら
と一緒に外部資金によるプロジェクト（「釜ヶ崎オペ
ラ」など）を協働する。釜芸は森村泰昌（アーティス
ト）、野村誠（即興音楽）など著名なアーティストを含
む、多くの芸術家や学者などが講師になって、多いと
きは月の半分（15日）開講する講座である。上田が社
会へ発信していることばを覗いてみよう。
「寄付　金銭面その他の応援のおねがい
　喫茶店のふりをして、であいと表現の場をつくるココルーム。
いろんな人が―障がいの有無も問わないし、病気や困りごとを
抱えた人もいるし、年齢も立場も問わず、であいます。
「まずはお茶でもどうぞ」。と話を聞いて、困りごとには専門家
を紹介したり、仕事さがし、住まいさがし、家出人さがしなど、
地域の人々とつながって、できることをやってみます。その後顔
をだしてくれたら近況を聞いたりします。それがアートNPOで
あるココルームのすることなの？と思われるかもしれません。
でも、創意工夫して生きることがアートなのです。ひとりでは生
きられないのだから、いろんな関係のなかでおたがいに表しあ
うことをココルームは果たしたいと考えています。とはいえ、し
んどいことのあいだに、大笑いなできごとがいっぱいあります。
大阪特有というわけではなく、ひらきなおってるというのに近
いのか。いえ、アートの特徴―固定化しがちな視点をずらしてい
くこと―によって、細胞がいきいきする笑いをもたらすんだと
思います。でも、こうした活動を下支えする人、もの、おカネで
すね。ココルームはずっとスタッフの心意気に依存してなんと
かやってきています。助成金では間接的な費用（家賃、水光熱費、
備品、修繕費、人件費など）は認められません。こうした支えが
なければ、事業は実施できないのですが、現実は厳しいもので
す。ココルームでは喫茶店業務やバザーなど、自主事業もがん
ばっていますが、それでは足りず、スタッフの心意気労働に支え
られてかろうじて続けています。
誰に頼まれたわけでもなく好きで勝手にやっているという自覚
もあるため大々的に寄付をよびかけるのもためらう気持ちもあ
ります。けれど、13年間の活動のなかで、やっぱり地域のなかに
誰でも居られる場はあったほうがいいなと思うのです。ココ
ルームがあって救われた、という声もありました。わたしたち
に、救おうなんていう気持ちはありません。その場に居合わせた
人たちがその方の存在を認めていただけたと思うんですね。福
祉でもなく、まちづくりでもなく、コミュニティデザインでもな
く、ゆるやかにつながる場をつづけるための場―ココルーム。こ
の活動の継続のために寄付を募ります。釜ヶ崎芸術大学をつづ
けるためには、まずココルームをつづけないとできないのです。
そして、ココルームの活動が認知されることによって、あなたの
まちでも、そうした場づくりに挑戦する人がひとりでも現れる
ことを願っています。特定非営利活動法人こえとことばとここ
ろの部屋　ココルーム」27）
　長い引用であるが、上田の気持ちのこもった宣言で
あるので全文を引用した。ココルームにおける上田の
手法は「対話」である。ここに集まる人たちは人間関
係やコミュニケーションを苦手とする者が多く、否定
的な感情を持つ者が多い。上田はその克服のために
アートによる表現活動を用いる。アートといっても自
分の作詩ワークショップであることもあるが、ただ鍋
を食べるワークショップもある。食は今アートから注
目されており、人間は食べることによって、人と話し、
笑う緩やかな時間を過ごすことができる。上田は「アー
トって生きる技術」、つまり「アートの力というのは、
この社会のなかで、自分が一回性の人生を引き受けて
いくこと、そのまま生き続けるということなんじゃな
いか」という28）。
　かつて高級芸術としての型を持っていたアートが社
会に近づき、社会から投げつけられる問題点を受けと
め、問題解決をはかっていく姿は以前より随分美しい
と思う。アーティストという存在は一見何もない（よ
うにみえる）場所を独自のセンサーで感じ取り、あえ
て波風を起こすように問題をビジュアル化して提示す
る。一般社会はそのアーティストの感性に刺激され、
課題に気づき、自分がなすべき行動を起こす。アート
のいいところは表現活動が感情を基礎にしているとこ
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ろであり、決定的に相手をダメにしてしまうような
ハードな力ではなく、ゆるさを持っているところであ
る。アートによる社会包摂とはアートと社会の壁をな
くすことやアートの持つ多様性を受けとめる力を使っ
て、たとえすぐに解決ができないにしてもその問題を
持ち続ける、そういうゆるさを持つ身体技法のような
ものではないか？そこに可能性を見いだしている人
が、今徐々にではあるが増えているような気がする。
５．おわりに―インクルーシブアート教育／学習
システム構築へ―
　「社会はアート（芸術）を必要としているか」という
中川の言葉は、そのままアートの教育へ投げかけられ
たものでもある。「芸術教育は誰かのためになっている
のだろうか？」これは筆者がこの領域にかかわりはじ
めた時からずっと頭から離れない問題である。学校美
術（芸術）教育でいえば、時間数や専門教員数の削減
など、一般社会の無理解は美術教育者を疎外し、その
反論（美術教育の存在証明）のために、筆者は自分の
美術教育論を構築する必要に迫られ、最初はICTなど
の新テクノロジーの活用やなど、美術教育の拡張に力
を注いだ。その中で必然的に協同学習に導かれ、教育
を学習環境のデザインによってつくり出すワーク
ショップ（型学習）に実践・研究を進めていった。プ
ロセスや全体重視のワークショップ学習研究へ向かっ
た理由は自分のやっている美術教育の拡張だけでは、
子どもたちの創造性や感性の教育を含めて、未来をつ
くる教育論としては狭く、不十分であったからである。
すなわち、部分的な解決はかえって害になることもあ
り、全体を包括的に考えない思想は独りよがりですぐ
にドグマティックなものになってしまう。筆者はR. 
シュタイナーの教育芸術との出会いから、断片化がも
たらす危機的な状況を打開する総合的な世界認識がで
きる「アートの教育」に可能性を見出し、およそ40年
間教員養成（人材育成）の中で実践してきた。筆者は、
今この行き詰まった社会システムの中ではアートしか
問題解決はできないのではないかとさえ思っている。
（前述のように）この場合にアートは作品（もの・か
たち）ではなく、出来事の全体をいい、いわばアート
は「生きるための身体技法」のようなものである。アー
トは今、医療や福祉、まちづくりなど、自分たちの表
現の場以外に広く浸透しつつある。冷たい病院の中の
グラフィックス、患者の心を癒すワークショップ、高
齢者がアートによってもう一度社会の中で生きがいを
見いだす実践など、多くの有効な事例が存在し、アー
トの様態の変化の大きさを示してる。アートとケアの
関係を実践的に考える、アートミーツケア学会の設立
趣旨には、いかのような宣言がある。
「芸術の分野においても〈芸術は社会にとって必要か〉という問
いのもと、特権的なものではなく、人間にとって、社会にとって
必要な芸術のあり方が問われています。
　このようななか、医療におけるアートの役割、豊かに美しく老
いること、コミュニティとアートの関わり、障害と創造性、自然
と癒し、テクノロジーの進歩とヘルスケアの関わりなど、アート
が「芸術」の意味をこえ、人間の生きる技術としてのアートの実
践が各地ではじまっています。それらのケアの現場における
アートの実践は、想像力による生きる力の回復であり、人間らし
い感性を社会システムのなかに取り戻していくための、アート
の新しい可能性にほかなりません。」29）
　しかしながら、アートの社会の中での広がりや受け
とめられ方が変化しているにもかかわらず、学校教育
の中でのアートの位置づけは相変わらず周辺的であ
る。一般社会が持つアートの（作品・ものという）イ
メージとアートの現場で起っていること、または学校
では学校でしかやっていない（通用しない）教材・題
材があり、それは現代のリアルアートとはかなりずれ
ている。このようなアートに関わるさまざまな発信と
受容のずれは全部ではないにしても、基本的な部分で
は合意形成が必要である。
　問題点をもう一度深いところで確認しておく必要が
ある。科学技術によって世界は豊かになったが、人々
の幸せとは必ずしも一致していない。物質的な豊かさ
は人の心に空虚感や疎外感を生み、お互いの疑心暗鬼
を助長させている。科学による分析・分類の手法は物
事を客観的に見る目を養うが、同時に人はその断片化
した思考方法から逃れられなくなり、枠をつくり、レッ
テルをはっていき、やがて自分のつくった枠によって
他者を支配しようと振る舞うようになる。科学がつ
くった凍える世界に熱を与え、ふたたび人間らしさを
取り戻すことができるのは感情を基礎にするアートの
力だけではないだろうか。かつてR.シュタイナー
（1868～1925）は「21世紀はアートの時代だ」と予言
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した。それは、巨大化した知（頭）と小さくなった四
肢（手足）を心（感情）＝アート教育／学習によって
バランスをとる必要があることを意味している。
　科学技術が私たちの世界に豊かさをもたらしたこと
は誰も認める事実である。しかし、部分的な解決をや
り続けた結果、さまざまなひずみやずれが蓄積して、
自分が何者でどこにいて何をするためにどこに向かっ
ていったらいいのかもわからなくなってしまってい
る。20世紀末に還元主義、つまり部分を寄せ集めても
生きた全体をつくりだすことはできないことに警鐘を
ならして登場した「ホーリズム（ケストラー、Ａ）」を
もう一度思い出す必要があるだろう。教育において、
「他の人と違っていい」という個性が協調されるが、
個性とは人間という基盤の上にのったほんの少しの差
異に過ぎない。むしろ教育／学習において重要なのは、
（人としての）共通性の部分である。人間（生物？）
としての共通基盤は人が学ぶという場においては、安
心・安全を確保する大きな前提である。インクルーシ
ブという概念を特殊なものと考えることをまずやめる
ことが肝要だ。私たちの遺伝子の中にはインクルー
ジョンがコンセプトとして内包されているはずだ。
　最後に、「インクルーシブアート教育／学習システム
構築」を性格づけようとしたとき、アートの手法（技
法）が社会の問題を解決するのではない。アートに社
会包摂機能があることは周知だが、美術や音楽や演劇
やダンスそれ自体が社会課題を解決するのではなく、
アートは社会に参加する私たち／あなた方の援助をす
るに過ぎない。衛紀生はその立場（可児市文化創造セ
ンター館長兼劇場総監督）から劇場の持つ社会包摂機
能の重要性を強く発信する。
「（アートが）持っている「社会包摂機能」によって用意される
のは、フェイス・トゥ・フェイスのコミュニケーションの場です。
コミュニケーションが繰り返されることによってもたらされる
のは「自己肯定感の回復の機会」と、他者と共生する「コミュニ
ティ形成の機会」です。私はそのような場を「プラットフォーム」
と呼んでいます。そのような「プラットフォーム」を用意できる
社会包摂機能が文化芸術の社会的効用のひとつであり、その「プ
ラットフォーム」に乗って課題解決をするのは、誰でもない、
様々な境遇や環境にあり、解決しなければならない生活課題を
抱えて生き辛さを感じている彼ら自身なのです。彼らの多様な
交流によって生み出されるのは、「自分が誰かに必要とされる」
という実感、あるいは「自分の存在が誰かの役に立っている」と
いう実感であり、その実感こそが「プラットフォーム」に小さな
「共生のコミュニティ」をつくるのです。なぜなら、コミュニ
ケーションの集積こそが「コミュニティ」だからです。たとえそ
れが、どのように小さな「出会いの輪」であっても、何かの「コ
ミュニティ」の一員になるということは、個人の存在が社会化す
るということであり、それは人間としての存在証明であり、さら
に人間としての成長がそこでは約束されるのです。そのような
「プラットフォーム」に乗ることで、社会的な疎外感が癒され、
ケアされ、誰かと「体験」を共有することで、誰かと繋がれる「機
会」を持てるということです。それが「社会的孤立」というリス
クを回避して、問題解決に人々を導く「社会包摂機能」であり、
どのような劣悪な「社会的環境」にも人々が自ら立ち向かう勇気
と、生きる意欲もたらす「機会」創出となるのです。体験を共有
する「機会」の創出こそが「文化芸術の社会包摂機能」であると
言えます。」30）
　上のテキストは「アート社会包摂」の説明である
が、これはワークショップというノン／インフォーマ
ルな学びとほとんど同じである。筆者は自分のワーク
ショップ学習研究のなかで、ワークショップを「他者
理解と合意形成」と定義している。多様な参加者の価
値観が交錯するアートの現場では必ずしも一元的に活
動がまとめられないことも多いが、むしろいい意味で
の価値観の「葛藤」や「衝突」が起き、それがコミュ
ニケーションを活発にし、他者理解をより深いものに
するのである。そういうプラットフォームが今後もっ
とたくさん作られる必要がある。そのための組織とプ
ログラムづくりが「インクルーシブアート教育／学習
システム」になっていくはずだ。（つづく）
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